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山梨県総合評価実施要領等の改正概要

総合評価に関わる事項を下記のとおり一部改正し、令和７年4月1日以降に公告する案件に適用する。

主な改正事項

【評価項目】
（１）「技能者の登録」の発展的な解消

建設キャリアアップシステム（CCUS）への技能者登録の評価について、導入から5年が経過し、事業者、技能
者ともに一定の基本登録が進んでおり、R6.7月からCCUS活用モデル工事を実施したことにより、システム活用
を促進できるため評価項目を解消する。

【意見聴取事務手続き】
（２）意見聴取事務手続き（技術管理課、出先機関）の簡素化（様式１、様式３、様式５の削除）

総合評価落札方式における標準型・高度技術提案型の意見聴取事務手続きについて、簡易型・特別簡易型
の手続き方法に統一し事務の簡素化を図る。（任意様式）
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簡易型
特別簡易型

標準型
高度提案型

①総合評価落札方式活用協議
（案件一覧表、説明図面）

②意見聴取結果回答
（案件一覧表（委員サイン入））

メール

メール

①総合評価落札方式活用協議
（様式１、案件一覧表、説明図面）

文書管理システム
②意見聴取（１回目）結果回答
（様式３、案件一覧表（委員サイン入））

文書管理システム

③評価調書の提出（任意様式、評価調書）
文書管理システム

④意見聴取（２回目）結果回答（様式５、評価調書（委員サイン入））
文書管理システム 2



技
術
管
理
課

項
目

経緯・現状今後の方針

 【
C

C
U

S
登

録
状

況
(県

内
）

】
・

土
木

A
ラ

ン
ク

　
8

7
％

、
土

木
B

ラ
ン

ク
5

0
％

・
企

業
登

録
　

　
R

2
年

4
月

：
2

7
0

社
　

   ⇒
R

7
年

1
月

：
1

,5
7

2
社

・
技

能
者

登
録

　
R

2
年

4
月

：
1

,1
4

9
人

　
⇒

R
7

年
1

月
：

9
,3

1
0

人

 【
評

価
状

況
】

＜
令

和
６

年
１

２
月

末
時

点
＞

R
5

　
入

札
参

加
者

数
（

土
木

）
１

８
９

社
　

　
「

技
能

者
の

登
録

」
加

点
企

業
数

　
１

１
２

社
　

５
９

％
R

6
　

入
札

参
加

者
数

（
土

木
）

１
７

９
社

　
　

「
技

能
者

の
登

録
」

加
点

企
業

数
　

１
１

３
社

　
６

３
％

 【
シ

ス
テ

ム
活

用
状

況
】

＜
令

和
６

年
4

月
～

令
和

７
年

1
月

＞
 (国

、
民

間
含

む
）

現
場

登
録

し
て

い
る

企
業

７
０

社
就

業
履

歴
蓄

積
し

て
い

る
企

業
　

　
２

６
社

 【
分

析
結

果
】

・
C

C
U

S
は

周
知

が
図

ら
れ

、
一

定
水

準
の

基
本

登
録

は
確

認
さ

れ
て

い
る

・
加

点
目

的
の

た
め

、
就

業
履

歴
の

蓄
積

等
の

シ
ス

テ
ム

活
用

を
実

施
し

て
い

る
企

業
は

ご
く

わ
ず

か
・

評
価

方
式

に
よ

る
企

業
登

録
数

は
、

頭
打

ち
の

状
況

・
登

録
し

て
い

る
状

態
で

あ
っ

て
も

加
点

を
受

け
な

い
会

社
が

存
在

 【
課

題
】

・
登

録
だ

け
で

は
、

C
C

U
S

導
入

効
果

を
享

受
で

き
な

い
。

・
技

能
者

の
就

労
環

境
改

善
を

目
的

に
し

て
い

る
が

、
企

業
登

録
だ

け
で

も
加

点
す

る
形

式
と

な
っ

て
い

る
。

 （
近

年
評

価
解

消
項

目
）

R
3

.4
月

　
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
の

実
績

R
6

.4
月

　
週

休
２

日
制

適
用

工
事

の
宣

誓

 【
今

後
の

予
定

】
〇

R
７

　
モ

デ
ル

工
事

の
拡

大

総
 合

 評
 価

 落
 札

 方
 式

 の
 項

 目
 改

 定
 に

 つ
 い

 て
～

 C
C

U
S

モ
デ

ル
工

事
実

施
に

伴
う

評
価

の
解

消
 ～

企
業

の
信

頼
性

・
社

会
性

－
企

業
の

取
組

－
「

技
能

者
の

登
録

」

 〈
趣

旨
〉

・
技

能
者

の
保

有
資

格
・

社
会

保
険

加
入

状
況

や
現

場
の

就
業

履
歴

な
ど

を
業

界
横

断
的

に
登

録
・

蓄
積

し
て

活
用

す
る

仕
組

み
と

し
て

、
「

建
設

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
シ

ス
テ

ム
（

C
C

U
S

）
」

の
活

用
を

推
進

・
県

内
の

普
及

促
進

の
た

め
、

総
合

評
価

落
札

方
式

に
よ

る
入

札
に

お
い

て
「

C
C

U
S

へ
の

登
録

」
を

評
価

項
目

に
設

定

 〈
経

緯
〉

・
平

成
3

1
年

4
月

　
 全

国
で

C
C

U
S

の
運

用
開

始
・

令
和

元
年

上
期

  　
C

C
U

S
の

普
及

拡
大

に
向

け
て

、
総

合
評

価
項

目
の

活
用

を
検

討
（

知
事

協
議

）
・

令
和

2
年

1
月

　
　

県
土

整
備

部
の

土
木

一
式

工
事

を
対

象
に

評
価

を
実

施
・

令
和

2
年

4
月

　
　

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
拡

大
の

影
響

に
よ

り
評

価
を

停
止

・
令

和
3

年
4

月
　

　
評

価
を

再
開

・
令

和
5

年
4

月
　

　
評

価
対

象
を

全
部

局
、

全
工

種
に

拡
大

・
令

和
6

年
7

月
　

　
C

C
U

S
活

用
モ

デ
ル

工
事

実
施

（
R

6
：

3
9

件
）

 〈
現

状
評

価
内

容
〉

・
C

C
U

S
に

企
業

と
自

社
の

技
能

者
を

登
録

済
で

あ
る

企
業

を
評

価
（

自
社

に
技

能
者

の
雇

用
が

な
い

場
合

企
業

の
み

も
可

）

現状分析

【
改

定
案

】
・

評
価

の
発

展
的

な
解

消
⇒

モ
デ

ル
工

事
へ

（
R

7
.4

月
）


評

価
項

目
の

設
定

か
ら

５
年

が
経

過
し

、
事

業
者

、
技

能
者

と
も

に
一

定
の

基
本

登
録

が
進

ん
で

お
り

、
評

価
方

式
で

は
こ

れ
以

上
の

新
規

登
録

が
多

く
見

込
め

な
い

。


実
効

性
の

あ
る

施
策

と
し

て
、

令
和

６
年

７
月

か
ら

活
用

モ
デ

ル
工

事
を

実
施

し
て

い
る

。

3

00099244
テキストボックス
R7.4月～



山梨県

（Ｐ３１） 改 定 後 R7.4.1（修定箇所は赤字表示）

山梨県建設工事総合評価実施要領改定新旧対照表
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山梨県

改 定 前 R6.4.1改 定 後 R7.4.1

（Ｐ１）

（Ｐ１、２）

（Ｐ１）

（Ｐ１、２）

山梨県建設工事総合評価実施要領改定新旧対照表

（改定理由）

標準型・高度技術提案型の意見聴取事務手続きについ
て、簡易型・特別簡易型の手続き方法に統一し事務の簡
素化を図る 5



山梨県

改 定 前 R6.4.1改 定 後 R7.4.1

（Ｐ２３）（Ｐ２３）

様式削除

山梨県建設工事総合評価実施要領改定新旧対照表
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山梨県

改 定 前 R6.4.1改 定 後 R7.4.1

（Ｐ２５）（Ｐ２５）

様式削除

山梨県建設工事総合評価実施要領改定新旧対照表
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山梨県

改 定 前 R6.4.1改 定 後 R7.4.1

（Ｐ２７）（Ｐ２７）

様式削除

山梨県建設工事総合評価実施要領改定新旧対照表
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